
 

 

 

 

 

5/17参議院国土交通委員会 
全国ダンプ部会長が意見陳述 

昨年7月、静岡県熱海市で豪雨による

土石流災害が発生し、死者27名行方不

明1名が犠牲となり、家屋等の流失を招

きました。その災害の原因が「違法盛

り土工事」と認定され、翌月には内閣

主導による「盛土による災害の防止に

関する検討委員会」が発足し、以後全

国規模で実態調査が行われました。昨

年末に実態調査結果が出され、報告書

を踏まえて、今年3月に「盛土規制法」

（宅地造成規制法の一部改正）が国会

に提出されました。法案の主旨は、盛土工事の施工に対する規制強化がメインと

なり、各都道府県知事による「規制区域の設定や管理、施工業者の届け、違反行

為者に対する改善命令措置や罰則強化」が法制化されます。 

建交労全国ダンプ部会は、ダンプの組

合員が建設残土を運搬する立場から法制

化を積極的に評価すると共に、「各工事

現場から搬出される『建設発生土』につ

いて元請・発注者が管理責任を負い、適

正な処理費用の支払い確保、適正な中間

ストック場の確保」が必要不可欠である

と議論、意思統一を行ない、この間与野

党の各国会議員への要請行動を実施して

きました。 

全国ダンプ部会の取り組みを理解し、受け止めてくれたのが日本共産党国会議

員団でした。特に国土交通委員の高橋千鶴子衆院議員事務所と武田良介参議院議

員事務所の支援を得ながら、国交省レクチャーを幾度も行い、4月と5月の国土交

通委員会においても建交労の組合員の実態や意見を反映させようと取り上げても

らいました。そして本日の参考人質疑では、労働者の視点からの意見と言うこと

で、武田議員の紹介で高橋立顯全国ダンプ部会長が意見陳述を行いました。 

建交労としては2001年に成立した「入契法」の参考人質疑（当時・栗山嘉明副
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委員長）以来、21年ぶりのとりくみとなりました。 

その他、野党の共同修正案や衆参の付帯決議へ、建設発生土の追跡や中間スト

ック場の問題等が反映されることなり、短期間で一定の変化を作ることができま

した。盛土規制法は20日に成立の見通しですが、今後は各都道府県に対するガイ

ドラインの作成や国による中間ストック場の実態調査も行われる見通しです。 

全国ダンプ部会は、夏のダンプキャラバン行動（公共工事発注当局への要請）

でこの問題を取り上げ、建設発生土の管理責任が発注者・元請に徹底されるよう

働きかけを続けます。そして熱海市土石流災害が再び繰り返されないよう組合員

と共に運動を展開します。 


